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Health problems and actual contents of self-care of single-living elderly
Analysis of the survey of single-living elderly in a public housing estate

Tatsuko Sugii* 

Purpose 
The purpose of this study is to grasp health problems and anxiety of single-living elderly, to understand the 

actual situation of the self-care performed by the elderly in order to avoid and reduce them, and to discuss the 
problems in maintaining their safe and secure life. 

Method 
A public housing estate in a rural area located in the east of Shizuoka prefecture was selected, and 

interview-based investigation was performed to single-living elderly at their home. The survey contents 
included actual situation of the self-care such as preparation for emergency and existence of persons who can support 
them. 

Result 
Responses were obtained from 52 out of 89 targeted subjects (response rate 58.4%). It was found that 

84.6% of them visited hospitals for treatment and 59.6% had anxiety about their health. In the past three 
years, 25.0% of them experienced domestic accidents and 34.6% experienced sudden physical 
deconditioning. Thirty-eight of them (57.6%) reported that their separately-living families were the only 
people who could support them, and five of them (9.6%) had nobody to support them. It was also revealed 
that the proportion of those who prepared for emergency was 62.7%, or 75.0% of the old-old (aged 75 or 
older). The specific contents of such preparations were medical history information card, preparing for 
unexpected admission and so on. 

Conclusion 
Self-care ability of the elderly should be improved for the safe and secure life of single-living elderly. 

However, ensuring safe and secure life only by improving their own self-care ability and awareness would be 
difficult. The present findings that approximately 10% of single-living elderly had nobody to support them and 
more than 60% were to be supported by separately-living families, suggests the necessity of social and systematic 
assistance for single-living elderly that complement and support their self-care.  

Key words: Self-care , Single-living elderly , support , Public housing estate , Domestic accident  

 * Tokoha University, Faculty of Health science
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岐阜県内市町村のたばこ対策の推進の実態 
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目的 わが国の生活習慣病対策においてたばこ対策の推進は重要な課題であり，自治体における地

域特性に応じたたばこ対策の推進の強化が求められている。しかし，市町村レベルの対策推進

の実態に関する報告は少ない。本研究では，岐阜県内市町村のたばこ対策のモニタリングなら

びに対策の推進方策を検討するため，「たばこ規制・対策の自己点検票（市町村版）」を用いた

実証的研究により，市町村のたばこ対策の推進の実態を明らかにした。 
方法 対象は，岐阜県内すべての市町村のたばこ対策担当者とした。調査項目は，たばこ対策の推

進の実態を包括的に評価するため，「Ⅰ．受動喫煙の防止」「Ⅱ．禁煙支援」「Ⅲ．喫煙防止」「Ⅳ．

情報提供・教育啓発」「Ⅴ．たばこ対策の推進体制」の5領域を設定した。 
結果 回答が得られた30件（回収率71.4％）を分析対象とした。たばこ対策担当者の職種は保健師

が93.3％，たばこ対策担当者経験年数の平均は2.2年であった。官公庁および学校関係のすべて

の施設について建物内禁煙または敷地内禁煙を実施している市町村の割合は，官公庁が20.0％，

学校関係が36.7％と低かった。喫煙者全員に禁煙支援を実施している市町村の割合は，母子健

康手帳交付の場が73.3%と最も高く，国保の特定保健指導の場は41.4%と低かった。学校のすべ

てで喫煙防止教育を実施している市町村の割合は，小学校43.3％，中学校65.5％であった。情

報提供・教育啓発に関する実施割合は，ポスターの配布・掲示が93.3%と最も高かった。たば

こ対策の推進体制として，喫煙率減少の具体的数値目標を設定している市町村は60.0％であり，

たばこ対策の専任担当者の設置は13.3%と低かった。 
結論 県内市町村のたばこ対策の5領域の推進状況は，全体として進んでおらず，領域や市町村間の

差があることが明らかとなった。特に，たばこ対策の推進体制の整備に加え，建物内禁煙以上

の規制内容の受動喫煙防止対策，各種保健事業を活用した喫煙者全員への禁煙支援体制の強化

の必要性が示唆された。 
Key words ：市町村，たばこ対策，実態調査，保健師，健康日本21（第二次），生活習慣病

Ⅰ 緒   言 
 
 喫煙や受動喫煙による健康影響は，国内外の研究

報告から明らかである1)。わが国の死亡原因を分析

した研究では，喫煙による超過死亡数は約13万人で，

死亡原因としての寄与が大きいことが報告されてお

り，がんと呼吸器疾患死亡においては最大の原因で

ある2)。また，受動喫煙による超過死亡数は，6800
人と推定されている3)。2013年の国民健康・栄養調

査によると，わが国の成人喫煙率は2003年27.7％か  
 
*  岐阜医療科学大学保健科学部看護学科 
2* 公益社団法人地域医療振興協会ヘルスプロモー

ション研究センター 
3* 岐阜県健康福祉部保健医療課 
4* 金沢大学医薬保健研究域保健学系 
連絡先：〒501-3892 岐阜県関市市平賀字長峰

795-1 岐阜医療科学大学保健科学部看護学科 

道林千賀子 

ら2013年19.3％と10年間で8.4ポイント減少するなど

近年減少傾向4)であるが，国外と比較するといまだ

高率であり5)，わが国の生活習慣病対策においてた

ばこ対策の推進は重要な課題である。 
たばこ対策は，国際条約である2005年に発効され

た WHO（世界保健機関）の「たばこ規制枠組み条

約；Framework Convention on Tobacco Control」（以下

FCTC）6)に基づいており，わが国も批准している。

加えて，国内では2000年からの健康日本21（2013年
から第二次）7)，2003年の健康増進法，2006年に成

立したがん対策基本法に基づくがん対策推進基本計

画（2012年から現行）8)等に基づきたばこ対策が進

められており，各自治体における地域特性やニーズ

に応じたたばこ対策の推進の強化が求められている。 
WHO は FCTC に基づき効果的な6つの政策を政策

パッケージ MPOWER として提示しており，その1
つに Monitor（たばこ使用と政策のモニタリング）

がある9)。わが国において,喫煙率等に関する全国調

査4)は経年的に実施されているものの，自治体の対
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策の推進状況をモニタリングする体制は未整備であ

る。 
都道府県ならびに市町村レベルにおけるたばこ対

策の推進の実態については，受動喫煙防対策に関す

る全国121主要都市を対象とした調査研究10)，目標値

の設定や禁煙支援プログラム，分煙や未成年者の喫

煙対策事業の実施状況などについて市町村を対象に

した調査結果11)が報告されている。さらに，厚生労

働科学研究の研究班により「たばこ規制・対策の自

己点検票（市町村版）」（以下，点検票）が開発され，

大阪府と愛知県でのパイロット調査を経て，自治体

のたばこ規制・対策の実態を総合的に把握すること

ができる標準化された評価指標・モニタリングのツ

ールとして実用性が確認されている12)～13)。今後全国

での普及が期待されているところであるが，市町村

レベルのたばこ対策の推進の実態はいまだ十分に明

らかにされていない。また，上述の大阪府内の市町

村を対象としたパイロット調査結果12)～13)では，市町

村間で取り組みの差があることが報告されている。 
 これらの背景を踏まえ，本研究では，市町村のた

ばこ対策のモニタリングならびに対策の推進方策を

検討するため，前述の点検票12)～13)を用いた実証的研

究を行い，市町村のたばこ対策の推進の実態を明ら

かにすることを目的とする。市町村のたばこ対策の

実態を客観的指標により把握し，今後の課題を明ら

かにすることは，都道府県ならびに市町村レベルの

効果的なたばこ対策の推進に役立ち，ひいては健康

日本21（第二次）の目標達成に寄与すると考える。 
 なお，本研究において「たばこ対策の推進」とは，

個人の禁煙支援・治療のみならず，受動喫煙防止，

喫煙防止，情報提供・教育啓発，たばこ対策の推進

体制を含む包括的で効果的なたばこ対策の計画立案

から実施・評価まで，一連の過程に基づき進めるこ

とと操作的に定義する。 
 

Ⅱ 研究方法 
 
 1．調査対象と方法 

調査は，岐阜県健康福祉部保健医療課を含む共同

研究として実施した。調査対象は，岐阜県内市町村

のたばこ対策担当者であり，各市町村1人の合計42
人とした。担当者が専任されていない場合は，市町

村のたばこ対策の推進状況を最も把握している立場

の者とした。 
該当する市町村担当部署の保健衛生担当課長宛て

に，依頼文ならび記名式自記式質問紙を郵送し，対

象者に研究への協力を依頼した。加えて，岐阜県健

康福祉部保健医療課から市町村あてに協力依頼文を

送付した。また，回収率を高めるため，質問紙郵送

後の回収状況にあわせて研究協力の再依頼を行った。

調査実施期間は，2015年11月9日～12月11日とした。 
2．調査項目 
調査項目は，対象の属性（自治体の種類，たばこ

対策担当者の職種，たばこ対策担当者としての経験

年数，保健師経験年数），たばこ対策の推進に関する

項目から構成した。たばこ対策の推進の把握には，

先述の点検票12)～13)を参考に用いた。点検票に基づき，

たばこ対策を包括的に評価するため，「Ⅰ．受動喫煙

の防止」「Ⅱ．禁煙支援」「Ⅲ．喫煙防止」「Ⅳ．情報

提供・教育啓発」「Ⅴ．たばこ対策の推進体制」の5
領域を設定した。なお，点検票の実用性を検証した

先行研究12)～13)において既存資料からのデータ入手

が困難であると報告されている「禁煙支援・治療」

と「喫煙防止」の一部の項目は除くとともに，調査

対象の市町村の状況にあわせて一部文言を加筆・修

正した。各領域の調査項目を表1に示した。 
各市町村のたばこ対策の推進状況は，2015年度現

在の状況（たばこ対策関連費用のみ前年度の状況）

について記入を求めた。また，質問紙への記載内容

の正確性を担保するため，質問紙の記入の際は必要

に応じて関係部署や係への照会・確認を行うよう付

記した。質問紙の回収後は，回答内容について電話

や対象市町村のホームページ上に公表されている情

報の検索により確認を行った。 
3．分析方法 

 分析は，「Ⅰ．受動喫煙の防止」「Ⅱ．禁煙支援」

「Ⅲ．喫煙防止」「Ⅳ．情報提供・教育啓発」「Ⅴ．

たばこ対策の推進体制」の5領域について，回答別に

全体での記述統計を行った。分析には統計解析ソフ

ト SPSS Ver22.0 for Windows を用いた。  
4．倫理的配慮 
本調査は，金沢大学医学倫理審査委員会の承認を

得て実施した。各施設長ならびに調査対象者への依

頼文書には，研究の目的，方法，調査協力における

自由意思の尊重，個人情報の保護などを明記した。

質問紙の返送をもって対象からの同意の意思確認と

した。質問紙は記名式としたが，連絡先は回収後の

回答内容の照会のみに使用すること，論文やホーム

ページによる結果の公表は全体の集計結果のみとす

るが，県の内部資料として市町村別の集計結果をま

とめる旨の了解を対象から得た。 
 

Ⅲ 研究結果 
 
 1．対象の特性 
質問紙の回収は，全体で30件（回収率71.4％）で
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あり，すべてを分析対象とした（有効回答率100％）。

対象の特性を表2に示した。 
 自治体の種類は町村が14件46.7％，市が16件53.3％
であり，県全体の比率と概ね同様であった。たばこ

対策担当者の職種は保健師が28人93.3％，事務職が2

人6.7％であり，たばこ対策担当者としての経験年数

（平均値±標準偏差）は2.2±1.5年であった。たばこ

対策担当者の職種のうち保健師の経験年数（平均値

±標準偏差）は10.8±8.4年であった。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
2．岐阜県内市町村のたばこ対策の推進の実態 
（1）受動喫煙の防止（表3） 
官公庁のすべての施設において敷地内禁煙として

いる市町村は3件10.0%，敷地内禁煙または建物内禁

煙のいずれかである市町村は3件10.0%であり，24件
80.0％の市町村は，喫煙室を設けた空間分煙や喫煙

コーナーの設置などの不十分な規制にとどまってい

る，あるいは規制を行っておらず，受動喫煙防止対

策として十分ではなかった。学校関係では，市町村

立の学校関係施設のすべてにおいて敷地内禁煙とし

ている市町村は9件30.0%，敷地内禁煙または建物内

禁煙のいずれかである市町村は2件6.7%であった。 
場所別では，官公庁において建物内禁煙以上の規

制を実施している割合は，市町村立施設（屋内）が

12件41.4％，次いで市役所等の出張所が9件37.5％，

保健センターが11件36.7%と高かった。市役所・町

村役場は9件30.0％であり，議会庁舎は3件27.3％，市

町村立施設（屋外）は6件20.6％と低かった。学校関

係では，市町村立小学校が11件36.7％，市町村立中

学校が10件34.5％，市町村立保育所が9件32.2% であ

った。一方で，市町村立幼稚園は4件23.6％と低く，

市町村立高等学校は，該当する市町村2件とも建物内

禁煙以上の規制を実施していなかった。なお，規制

のレベルについては，条例（罰則なし）による規制

を実施している市町村は1件であり，その他はすべて

規則・通知によるものであった。 
（2）禁煙支援 
①母子保健事業や各種集団健診での禁煙支援（表4） 
喫煙者全員に禁煙支援を実施している市町村の割

合は，母子健康手帳交付が22件73.3%と最も高く，

次いで国保の特定保健指導が12件41.4%であった。

続いて4か月児健診が11件37.9%，1歳6か月児健診と

3歳児健診がそれぞれ10件33.3％の順であった。がん

検診では，肺がん検診が4件14.3%であり，それ以外

はいずれも低かった。 
喫煙者全員に禁煙支援を実施している市町村のみ

について，各保健事業での禁煙支援の介入方法別の

実施割合をみると，母子健康手帳交付（n=22）では

3分未満の個別指導が15件68.2%で最も高く，次いで

3分以上の個別指導が7件31.8％であった。国保の特

定保健指導（n=12）では，3分以上の個別指導が8件
66.7％で最も高かった。その他，乳幼児健診では，3
分未満の個別指導が4か月児健診（n=11）は8件72.7％，

1歳6か月児健診（n=10）と3歳児健診（n=10）はそ

れぞれ7件70.0％であった。 
②医師会・歯科医師会等に委託している個別健

診・検診での禁煙支援（表5）  
医師会・歯科医師会等に委託している個別健診・

検診がある場合の禁煙支援について，保健事業別の

実施割合をみると，妊婦健診（n=25）では喫煙者全

員への禁煙支援を依頼している市町村は1件4.0％の

表 1 本調査項目の構成 

表 2 対象の特性 　

n %
自治体の種類(n=30) 町村 14 46.7

市 16 53.3
保健師 28 93.3
事務職 2 6.7

10.8±8.4（年）

2.2±1.5（年）

保健師経験年数(n=27)

（平均値±標準偏差）

たばこ対策担当者としての経験年数(n=26)

（平均値±標準偏差）

たばこ対策担当者の職種(n=30)

　

たばこ対策の5領域 本調査項目

Ⅰ．受動喫煙の防止
官公庁（市役所，議会庁舎，保健センター等の場所別）と学校（市町村立保育所，幼稚園，小

学校，中学校，高等学校の校種別）における規制のレベルと内容

各種保健事業での喫煙者への禁煙支援（母子保健事業，特定健診・特定保健指導等）

たばこ対策事業としての禁煙支援

青少年の喫煙防止のための委員会の設置

保育所・幼稚園，学校（小・中・高）での喫煙防止教育の実施

Ⅳ．情報提供・教育啓発
講演会・セミナー，保健事業での情報提供，冊子・リーフレットの配布，ポスター掲示，ホーム

ページや広報誌での情報提供，イベントの開催

Ⅴ．たばこ対策の推進体制
喫煙率減少の数値目標の設定，重点施策としての実施，たばこ対策推進のための委員会の

設置，たばこ対策専任担当者の設置，たばこ対策関連費用の支出

Ⅲ．喫煙防止

Ⅱ．禁煙支援



 東海公衆衛生雑誌 第 4巻第 1号 2016年  

113 
 

みであり，23件92.0％は禁煙支援を依頼していなか

った。国保の特定健診（n=27）では一部喫煙者への

禁煙支援を依頼している市町村は2件7.4％，喫煙者

全員への禁煙支援を依頼している市町村は1件3.7％
のみであり，21件77.8％は禁煙支援を依頼していな

かった。     

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 3 受動喫煙防止の規制 

表 4 母子保健事業や各種集団健診での禁煙支援 

ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％

母子健康手帳交付(n=30) 22 73.3 7 23.3 1 3.3 15 68.2 7 31.8 0 0.0 0 0.0

妊婦向け教室(n=27) 9 33.3 4 14.8 14 51.9 3 33.3 0 0.0 6 66.7 0 0.0

4か月児健診(n=29) 11 37.9 9 31.0 9 31.0 8 72.7 2 18.2 1 9.1 0 0.0

1歳6か月児健診(n=30) 10 33.3 9 30.0 11 36.7 7 70.0 2 20.0 1 10.0 0 0.0

3歳児健診(n=30) 10 33.3 9 30.0 11 36.7 7 70.0 2 20.0 1 10.0 0 0.0

特定健診(n=17) 2 11.8 5 29.4 10 58.8 1 50.0 0 0.0 1 50.0 0 0.0

特定保健指導(n=29) 12 41.4 15 51.7 2 6.9 4 33.3 8 66.7 0 0.0 0 0.0

肺がん検診(n=28) 4 14.3 6 21.4 18 64.3 3 75.0 0 0.0 1 25.0 0 0.0

胃がん検診(n=28) 3 10.7 2 7.1 23 82.1 2 66.7 0 0.0 1 33.3 0 0.0

大腸がん検診(n=26) 2 7.7 2 7.7 22 84.6 1 50.0 0 0.0 1 50.0 0 0.0

乳がん検診(n=28) 2 7.1 1 3.6 25 89.3 1 50.0 0 0.0 1 50.0 0 0.0

子宮頸がん検診(n=17) 2 11.8 1 5.9 14 82.4 1 50.0 0 0.0 1 50.0 0 0.0

肝炎ウイルス検診(n=20) 2 10.0 0 0.0 18 90.0 1 50.0 0 0.0 1 50.0 0 0.0

歯科健診(n=11) 2 18.2 1 9.1 8 72.7 2 100.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

　

母

子

保

健

事

業

成

人

保

健

事

業

他

注）介入方法別の禁煙支援は，喫煙者全員に禁煙支援を介入している市町村のみについて掲載。一つの保健事業で2つ以上の方法で介入している

場合は，手厚い支援（集団やグループ学習よりも個別指導，個別指導では3分以上）でカウント

介入方法別の禁煙支援

喫煙者全員に

実施

一部喫煙者に

実施

禁煙支援

実施なし

喫煙者への禁煙支援の介入

3分未満の

個別指導

3分以上の

個別指導

集団教育・

講義

グループ

学習

注）喫煙者への禁煙支援は，介入方法（個別指導，集団教育・講義，グループ学習）にかかわらず各保健事業における禁煙支援の介入状況を計上

　

ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％

市役所・町村役場(n=30) 3 10.0 6 20.0 6 20.0 15 50.0 0 0.0

議会庁舎(n=11) 1 9.1 2 18.2 3 27.3 4 36.4 1 9.1

保健センター(n=30) 6 20.0 5 16.7 3 10.0 16 53.3 0 0.0

市役所等の出張所(n=24) 2 8.3 7 29.2 2 8.3 12 50.0 1 4.2

市町村立施設（屋内）(n=29) 2 6.9 10 34.5 1 3.4 15 51.7 1 3.4

市町村立施設（屋外）(n=29) 3 10.3 3 10.3 0 0.0 21 72.4 2 6.9

ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％

（再掲）官公庁全体(n=30) 3 10.0 3 10.0 24 80.0

ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％

市町村立保育所(n=28) 8 28.6 1 3.6 0 0.0 18 64.3 1 3.6

市町村立幼稚園(n=17) 2 11.8 2 11.8 0 0.0 12 70.6 1 5.9

市町村立小学校(n=30) 9 30.0 2 6.7 0 0.0 18 60.0 1 3.3

市町村立中学校(n=29) 8 27.6 2 6.9 0 0.0 18 62.1 1 3.4

市町村立高等学校(n=2) 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2 100.0 0 0.0

ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％

（再掲）学校全体(n=30) 9 30.0 2 6.7 19 63.3

注）（再掲）の[すべて敷地内禁煙］とは，官公庁または学校のすべての施設・校種において[敷地内禁煙]である場合とする

注）各項目のｎは，[該当施設なし]を除く数

注）(再掲）のその他には，[喫煙室を設けた空間分煙]，[その他の規制または規制なし]，無回答を含む

学

校

関

係 すべて

敷地内禁煙

敷地内または

建物内禁煙
その他

その他

敷地内禁煙 建物内禁煙
喫煙室を設けた

空間分煙

その他の規制

または規制なし
無回答

官

公

庁
すべて

敷地内禁煙

敷地内または

建物内禁煙

敷地内禁煙 建物内禁煙
喫煙室を設けた

空間分煙

その他の規制

または規制なし
無回答
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③たばこ対策事業としての禁煙支援の取り組み

（表6） 
たばこ対策事業としての禁煙支援は，「禁煙個別相

談や禁煙教室」が10件33.3%，「電話やメールによる

禁煙相談」が8件26.7％と高かった。「印刷教材やイ

ンターネットを活用した通信教育」は3件10.0％であ

り，「禁煙治療や禁煙補助剤に対する費用補助」を実

施している市町村は1件3.3％のみであった。 
（3）喫煙防止（表7） 
青少年の喫煙防止のための委員会を設置している

市町村の割合は，既存組織を活用して実施している

市町村が1件3.3%であり，29件96.7％の市町村は設置

しておらず，設置準備中の市町村もなかった。 
喫煙防止教育について，市町村立の保育所・幼稚

園での実施割合は，一部の施設で実施している市町

村が保育所1件3.6％，幼稚園1件5.6％のみであり，そ

の他の市町村は実施していなかった。市町村立の学

校では，すべての学校で喫煙防止教育を実施してい

る市町村は，小学校（n=30）13件43.3%，中学校（n=29）
19件65.5％であり，高等学校（n=2）は2件100％であ

った。 

（4）情報提供・教育啓発（表8） 
たばこ対策に関する情報提供・教育啓発に関する

事業の実施割合は，ポスターの配布・掲示が28件
93.3%で最も高く，次いで健診等の保健事業での情

報提供が25件83.3%，冊子やリーフレットの配布が

22件73.3%，広報誌での情報提供が21件70.0％の順で

あった。一方でホームページでの情報提供は11件
36.7％であり，イベントの開催は6件20.0％，講演会・

セミナー等の実施は4件13.3％と低かった。 
（5）たばこ対策の推進体制（表9） 
喫煙率減少の目標については，具体的数値目標を

設定している市町村の割合は18件60.0％であり，健

康日本21等の計画にたばこ対策を位置づけていない

市町村は2件6.7％であった。重点施策として現在実

施している市町村は6件20.0％，過去に実施していた

市町村は2件6.7％であった。たばこ対策推進のため

の委員会等を設置している市町村は，1件3.3%のみ

であった。たばこ対策の専任担当者の設置は4件
13.3%であり，たばこ対策関連費用の支出があった

市町村は8件26.7％といずれも低かった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 5 医師会・歯科医師会等に委託している個別健診・検診での禁煙支援 

表 6 たばこ対策事業としての禁煙支援の取り組み 　

ｎ ％ ｎ ％

1 3.3 29 96.7

10 33.3 20 66.7

8 26.7 22 73.3

3 10.0 27 90.0

禁煙治療や禁煙補助剤に対する費用補助(n=30)

禁煙個別相談や禁煙教室(n=30)

電話やメールによる禁煙相談(n=30)

印刷教材やインターネットを活用した通信教育(n=30)

実施あり 実施なし

　

ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％

妊婦健診(n=25) 1 4.0 0 0.0 1 4.0 23 92.0

4か月児健診(n=1) 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 100.0

1歳6か月児健診(n=2) 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2 100.0

3歳児健診(n=1) 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 100.0

特定健診(n=27) 1 3.7 2 7.4 3 11.1 21 77.8

肺がん検診(n=5) 0 0.0 0 0.0 1 20.0 4 80.0

胃がん検診(n=8) 0 0.0 0 0.0 1 12.5 7 87.5

大腸がん検診(n=10) 0 0.0 0 0.0 1 10.0 9 90.0

乳がん検診(n=16) 0 0.0 0 0.0 1 6.3 15 93.8

子宮頸がん検診(n=27) 0 0.0 0 0.0 1 3.7 26 96.3

肝炎ウイルス検診(n=16) 0 0.0 0 0.0 1 6.3 15 93.8

歯科健診(n=28) 0 0.0 0 0.0 2 7.1 26 92.9

喫煙者全員への

禁煙支援依頼

一部喫煙者への

禁煙支援依頼

禁煙支援依頼し

ているが対象は

未把握

禁煙支援を依頼

していない

母

子

保

健

事

業

成

人

保

健

事

業

他

注）委託している事業がある場合のみについて掲載
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Ⅳ 考   察 
 

1．回答者の属性 
市町村においてたばこ対策を担当している職種は，

保健師が93.3％を占めており，保健師経験年数の平

均は約10.8年であったことから，中堅期の保健師が

多く担当している現状が明らかとなった。また，た

ばこ対策担当者としての経験年数は平均2.2年であ

表 7 喫煙防止 

表 8 情報提供・教育啓発 

表 9 たばこ対策の推進体制 

　

設置していない

ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％

0 0.0 1 3.3 0 0.0 29 96.7

ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％

市町村立保育所(n=28) 0 0.0 1 3.6 27 96.4

市町村立幼稚園(n=18) 0 0.0 1 5.6 17 94.4

ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％

市町村立小学校(n=30) 13 43.3 6 20.0 11 36.7

市町村立中学校(n=29) 19 65.5 5 17.2 5 17.2

市町村立高等学校(n=2) 2 100.0 0 0.0 0 0.0

小

中

学

校

幼

保

すべての学校で

実施

一部の学校で

実施

実施なし

（無回答含む）

既存組織を活用

して設置
設置準備中

青少年の喫煙防止のための委員会の設置(n=30)

すべての施設で

実施

一部の施設で

実施
実施なし

既存組織とは

別に設置

ｎ ％ ｎ ％

4 13.3 26 86.7

25 83.3 5 16.7

22 73.3 8 26.7

28 93.3 2 6.7

11 36.7 19 63.3

21 70.0 9 30.0

6 20.0 24 80.0

広報誌で情報を提供(n=30)

　

実施あり 実施なし

講演会・セミナー等の実施(n=30)

健診等の保健事業で情報を提供(n=30)

冊子やリーフレットの配布(n=30)

ポスターの配布・掲示(n=30)

ホームページで情報を提供(n=30)

イベントの開催(n=30)

ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％

18 60.0 10 33.3 0 0.0 2 6.7 0 0.0

ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％

6 20.0 2 6.7 22 73.3

ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％

1 3.3 0 0.0 29 96.7

ｎ ％ ｎ ％

4 13.3 26 86.7

ｎ ％ ｎ ％

8 26.7 22 73.3

　

具体的数値目標

の設定あり

目標は設定して

いるが具体的数

値目標なし

目標設定なし

健康日本21の

市町村版の

策定なし

喫煙率減少の目標(n=30)

現在実施 過去に実施 実施なし

計画への

たばこ対策の

位置づけなし

重点施策としての実施(n=30)

設置あり 設置準備中 設置なし

たばこ対策推進のための委員会の設置

(n=30)

いる いない

たばこ対策関連費用の支出(n=30)

たばこ対策専任担当者の設置(n=30)

支出あり 支出なし
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り，担当者の変更頻度が多く，担当者はたばこ対策

に関する経験が浅い状況の中で日々の業務に従事し

ていることが推察された。たばこ対策は，個別の禁

煙支援のみならず，受動喫煙の防止に関する環境整

備や他機関・他職種との協働による推進体制の構築

など，組織的かつ包括的な取り組みが求められる。

地域特性やニーズに応じたたばこ対策を推進してい

くために，保健師としての実践能力の向上に加え，

たばこ対策に関する知識と技術を継続的に学ぶこと

ができる現任教育体制を整備する必要がある。禁煙

支援に関する指導者トレーニングプログラムとして

e ラーニングが開発され，効果検証，普及が図られ

ている14)ことから，県単位での活用は有用である。 
質問紙の回収率について，本調査は岐阜県健康福

祉部保健医療課の協力を得て実施したが，71.4％の

回収率にとどまった。各市町村のたばこ対策の重要

性に関する認識を高めていくために，市町村の管理

者ならびにたばこ対策担当者に対し，たばこ対策の

推進の必要性と具体的方策について説明する機会を

継続的に設け，働きかけていくことが必要である。 
2．岐阜県内市町村のたばこ対策の推進の実態と対

策促進に向けての示唆 
（1）受動喫煙の防止 
受動喫煙の防止に関する規制の内容は，FCTC 第8

条の国際基準では建物内禁煙が標準であり，国内で

もこれに準じて健康増進法第25条における規定なら

びに公共的空間を屋内全面禁煙とする旨の健康局長

通知が発出されている。また，学校の禁煙化は，受

動喫煙の防止のみならず，未成年の喫煙防止にも有

効であると考えられる。 
本調査において，官公庁と学校関係施設別に，す

べての施設または校種において建物内禁煙以上とし

ている市町村の割合を比較すると，官公庁に比べ学

校関係では割合が高かったものの，いずれも先行研

究12)～13)の結果と比較し規制を行っている市町村の

割合は低い現状であった。場所別では，官公庁では

市町村立施設（屋外）と議会庁舎，学校関係では市

町村立幼稚園と市町村立高等学校の建物内禁煙以上

の規制の割合が特に低かった。規制のレベルについ

ては，条例（罰則なし）による規制を行っている市

町村は1件のみであり，その他はすべて規則・通知に

よるものであった。条例により敷地内禁煙を実施し

ている市町村がある一方で，分煙など受動喫煙防止

対策が不十分な市町村もあり，市町村間の差も認め

られた。 
受動喫煙の防止に関しては健康増進法において規

定されているが，施設管理者の努力義務にとどまっ

ていることが市町村の対策の推進の差に影響してい

ると推察される。受動喫煙の防止に関する対策とし

ては，受動喫煙防止法など法的規制（罰則規定あり）

が最も重要であるとされている9)。わが国において

は国レベルの対策の強化が急がれるが，市町村レベ

ルでは，2015年12月に北海道の美唄市において受動

喫煙防止条例（罰則規定なし）が全国に先駆けて可

決・制定された。自治体においても，該当する施設

や校種における規制の内容が不十分な場合は，建物

内禁煙以上の規制を行うことを徹底するとともに，

より公共性の高い法的規制による受動喫煙防止対策

の推進が望まれる。 
（2）禁煙支援 

 禁煙支援については，FCTC 第14条ガイドライン
15)において既存の保健医療システムの活用と短時間

の禁煙アドバイスを組み込むことが明記されている。

国内では，第二期特定健診・特定保健指導（2013）
において健診当日からの喫煙に関する保健指導の強

化が示され，「禁煙支援マニュアル」（第二版）16)に

具体的な禁煙支援の方法が提示されている。これら

のことから，行動変容の動機づけが高く全数に関わ

ることができる母子健康手帳交付や乳幼児健診等の

母子保健事業や，特定健診・特定保健指導において，

喫煙者全員への禁煙支援を効果的に実施することが

望ましいと考えられる。 
本調査結果において，喫煙者全員に禁煙支援を実

施している市町村の割合は，母子健康手帳交付なら

びに1歳6か月児健診，3歳児健診では先行研究12)～13)

の結果と比較し高かったが，国保の特定保健指導や4
か月児健診，肺がん検診では低い状況であった。ま

た，医師会等に委託している個別健診・検診での禁

煙支援については，妊婦健診，特定健診いずれも禁

煙支援の実施を依頼していない市町村の割合が高い

現状であった。介入方法としては，母子健康手帳交

付では短時間の禁煙支援が最も多く行われており，

乳幼児健診の機会も含めて既存の母子保健事業を活

用して，喫煙者全員への禁煙支援をすべての市町村

において実施していく体制整備が望まれる。また，

特定保健指導では3分以上の個別指導が多くの市町

村で実施されていることから，喫煙者全員に禁煙支

援を行う体制整備に加えて，禁煙支援の効果を高め

るための保健医療従事者のスキルアップを継続的に

図る必要があると考えられる。さらに，特定健診等

における健診当日からの医師等の禁煙支援は重要で

あり16)，委託先の医療機関との連携により実施する

体制を整備していく必要がある。 
たばこ対策事業としての禁煙支援については，「禁

煙個別相談や禁煙教室」「電話やメールによる禁煙相

談」を実施している市町村の割合がそれぞれ33.3％，
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26.7％と高かったが，いずれも先行研究12)～13)と比較

すると低い状況であった。先述の母子保健事業や特

定健診・特定保健指導などの既存事業を活用した禁

煙支援を徹底した上で，新規事業として多様なメニ

ューでこれらの事業を実施していくことが望ましい。  
（3）喫煙防止 

 喫煙防止については，文部科学省による学習指導

要領に既定されており，校種別（小6・中3・高1）で

学校教育の健康教育（保健学習）に喫煙防止教育の

内容が盛り込まれている。このことから，ほぼすべ

ての市町村に校種がある市町村立の小学校ならびに

中学校において，すべての学校で喫煙防止教育を実

施することが望ましいと考えられる。 
本調査結果では，小学校が43.3%，中学校が65.5％

であり，いずれも先行研究12)～13)と比較して低い状況

であった。本調査において喫煙防止教育は，点検票

に基づき「いずれかの学年で1年間に1コマ以上の授

業時間を喫煙防止教育に焦点をあてて実施している」

と定義し，時間数を規定していることから，このよ

うな結果になったことが推察される。 
教育委員会や各学校との連携により，市町村立の

小学校ならびに中学校においては，すべての学校で

喫煙防止教育を実施できるような働きかけとともに，

各市町村の保健衛生部門においても実施状況を経時

的に把握していくことが必要である。 
また，高等学校については，市町村立の学校があ

る市町村は少なく，本調査においてはすべての学校

で喫煙防止教育を実施していた。未成年者の喫煙率

に関する全国調査17)では，全体の喫煙率は減少する

中，高校生の年代から喫煙率が急増することから，

初めの一本を吸わせない喫煙防止の取り組みを，私

立学校も含めて小中学校から高等学校まで継続的・

組織的に実施していくことが求められる。 
（4）情報提供・教育啓発 
情報提供・教育啓発については，FCTC の第12条

に「教育，情報の伝達，訓練及び啓発」として位置

付けられている5)。また，対策の内容としては，複

数の対策を組み合わせて実施することが有用である

とされている18)。 
本調査では，ポスターの配布・掲示や健診等の保

健事業での情報提供を中心に，他の領域より多くの

市町村で実施されていた。一方でホームページでの

情報提供やイベントの開催，講演会・セミナー等の

実施割合は低かった。普及啓発に関するより幅の広

い取り組みや，指導者の育成が求められるが，市町

村単独では実施が難しい場合は，県単位の取り組み

や地域（圏域）の保健所と連携し，広域的に実施す

ることが必要である。 

（5）たばこ対策の推進体制 
効果的なたばこ対策の推進のために，WHO の政

策パッケージ MPOWER において Monitor（たばこ使

用と政策のモニタリング）9）が示されているとおり，

都道府県のみならず市町村においても，地域の喫煙

率の実態について代表性のあるデータを用いて把握

し，地域の実情に応じた具体的数値目標を設定し，

評価していく仕組みを構築することが必要不可欠で

ある。  
本調査において，喫煙率減少の目標について，具

体的数値目標を設定している市町村は60.0%であり，

健康日本21等の地方計画にたばこ対策を位置づけて

いない市町村もあることが明らかとなった。また，

たばこ対策推進のための委員会等を設置している市

町村は1件のみであり，たばこ対策の専任担当者の設

置やたばこ対策関連の支出がある市町村の割合は先

行研究12)～13)と比較するといずれも低かった。  
具体的数値目標の設定を含め，点検票12)～13)の調査

項目として示されているたばこ対策の推進体制に関

する項目は，いずれも他の領域のたばこ対策の促進

につながる可能性のある重要なポイントであると考

えられる19）。たばこ対策の推進体制を強化した上で

取り組みが進んでいる市町村の情報を収集し，具体

的なノウハウを市町村間で情報共有し活用すること

は，県全体のたばこ対策の推進の底上げに有用であ

る。 
 3．本研究の意義，限界と今後の課題 
本研究の意義は，県内市町村のたばこ対策の推進

について共通の指標を用いて総合的に把握し，領域

別の対策の推進の実態を明らかにしたことにより，

現状の課題と今後の推進方策の方向性に関する新た

な示唆を得ることができた点である。質問紙への回

答は各市町村の実務者レベルのたばこ対策担当者に

依頼し，点検票12)～13)の記入方法は質問紙に具体的に

付記していることから，回答内容は実態に即してお

り，一定の質が担保されていると考える。 
一方で本研究の限界として，以下の点が考えられ

る。本調査は，県内市町村の実態把握を目的とした

調査であったが，回収率は71.4％にとどまった。回

答のあった自治体の種類別の割合は，県全体として

の市と町村の割合とほぼ同様であったが，協力の得

られなかった12市町村の状況は不明である。未回答

の市町村は対策の進んでいない市町村が含まれてい

る可能性があることを推察すると，実態はさらに低

いことが考えられる。また，データ解析は県全体で

の分析であり，具体的な市町村間の比較はできない

こと，質問紙調査のため具体的な対策の詳細の把握

や対策の内容の質的評価はできないことも本研究の



 東海公衆衛生雑誌 第 4巻第 1号 2016年  

118 
 

限界である。加えて，本研究から得られた結果は一

地域のデータを用いており，一般化はできない。 
今後は，県内すべての市町村のたばこ対策の推進

状況について全数調査を実施することに加え，継続

的にモニタリングを行うことが必要である。さらに，

全国レベルで統一指標を用いた調査を継続して行う

ことで，全国の都道府県ならびに市町村間のたばこ

対策の推進状況の比較が可能となり，市町村間の差

の縮小に向けての方策を検討する基礎資料となるこ

とが期待される。その他，たばこ対策の推進に関す

る先進自治体の取り組みの分析や，対策の促進に影

響する要因の解明についても今後の課題となる。 
 

Ⅴ 結   語 
 
 本研究では，「たばこ規制・対策の自己点検票（市

町村版）」12)～13)を用い，岐阜県内の市町村を対象と

した全数調査を実施し，県内市町村のたばこ対策の

推進の実態について以下の知見が得られた。 
1．「Ⅰ．受動喫煙の防止」「Ⅱ．禁煙支援」「Ⅲ．

喫煙防止」「Ⅳ．情報提供・教育啓発」「Ⅴ．たばこ

対策の推進体制」の5領域のたばこ対策は，全体とし

て進んでおらず，領域や市町村間の差があることが

明らかとなった。 
2．特に，たばこ対策の推進体制の整備に加え，建

物内禁煙以上の規制内容の受動喫煙防止対策，各種

保健事業を活用した喫煙者全員への禁煙支援体制の

強化の必要性が示唆された。 
 以上のことを踏まえて，岐阜県内の市町村におけ

る効果的なたばこ対策の更なる推進が求められる。 
 
 本研究に関し多大なるご協力をいただいた岐阜県

内市町村のたばこ対策担当者の皆様ならびに関係者

の皆様，質問紙作成等に際しご助言ご協力いただい

た増居志津子氏ならびに阪本康子氏（公益社団法人

地域医療振興協会ヘルスプロモーション研究センタ

ー）に心より感謝申し上げます。なお，開示すべき

COI（利益相反）状態はない。 
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Tobacco control promoted by municipalities in Gifu Prefecture, Japan  

Chikako Michibayashi*, Masakazu Nakamura2*, Tomomi Sakai3*, Shizuko Omote4* 
 
Key words: municipalities, tobacco control, status survey, public health nurses, Health Japan 21(the second term), 

lifestyle-related diseases 
 

Purpose  With the aim of monitoring tobacco control implemented by municipalities in Gifu Prefecture and 
developing measures for its promotion, an empirical study was conducted using the “Self-inspection sheet for 
tobacco control measures (for municipalities)” to examine the status of the promotion of tobacco control in the 
municipalities. 

Methods  The subjects were persons in charge of tobacco control in all municipalities in Gifu Prefecture. The 
following five areas were selected as the survey items to assess the promotion of tobacco control 
comprehensively: “I. Protection from second-hand smoke”, “II. Smoking-cessation support”, “III. Prevention of 
smoking”, “IV. Provision of information and educational activities”, and “V. Systems for the promotion of tobacco 
control”. 

Results The subjects for analysis were 30 responses (response rate: 71.4%). Public health nurses accounted for 93.3% 
of the total of persons in charge of tobacco control at the municipalities, and the mean period of their experience 
of conducting tobacco control was 2.2 years. Only 20.0% of the municipalities banned indoor smoking or 
smoking on the premises in all public offices, and 36.7% imposed smoking ban in all schools and educational 
institutions. Regarding the proportion of municipalities that provided all smokers with smoking-cessation support 
at health services, it was the highest (73.3%) upon the issuing of the Maternal and Child Health Handbook and 
was only 41.4% during specific health guidance covered by national health insurance. Education on smoking 
prevention in all elementary and junior high schools was conducted by 43.3 and 65.5% of the municipalities, 
respectively. As for the provision of information and educational activities, the proportion of municipalities that 
distributed and posted posters was the highest (93.3%). Numerical targets for reducing the smoking prevalence 
were set by 60.0% of the municipalities as a system for the promotion of tobacco control. 

Conclusion In general, much improvement is still needed in the five fields of tobacco control implemented in the 
municipalities, and there were significant differences in its promotion among these fields and municipalities. It is 
particularly necessary to create smoke-free environments at public places by indoor smoking ban or smoking ban 
on the premises, and enhance smoking-cessation support for all smokers by utilizing health-related activities, in 
addition to the development of systems for the promotion of tobacco control.  
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